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新型コロナウイルス感染症の労災保険給付請求に係る

調査等に当たっての留意点について

新型コロナウイルス感染症(以下「本感染症Jという。)の労災補償における

取扱いについては、令和2年4月 28日付け基補発 0428第1号(以下「課長内

かん」という。)で通知されたところであるが、その調査等に当たっては、下記

に留意し適切に実施されるようお願いします。

記

1 本感染症の定義等

新型コロナウイルス (SARS-CoV-2)による感染症を「新型コロナウイルス
感染症J(COVID-19)ということ。
なお、新型コロナウイルスの感染が確認された場合には、無症状病原体保

有者も含め、原則として入院による管理等が行われることから、新型コロナ

ウイルスへの感染が医師により診断された場合には、無症状の場合であって

も、本感染症が発病したとみるものであること。

2 業務上外の調査

本感染症の業務上外の調査に当たっては、別紙「新型コロナウイルス感染

症に係る調査要領」に基づき調査を行うこと。

なお、本感染症の潜伏期間は1日ないし 14日どされていることから、発症

前の業務内容、行動等の調査については、発症前の 14日聞について確認する

こととしているものであること。

また、発症前の一般生活等の状況に係る調査については、請求人申立書で

質問事項とした範囲の事実関係について調査すれば足りること。

3 具体的な取扱いにおける留意点

( 1 )医療従事者等



課長内かん記の 2 (1)のアは、労働基準法施行規則別表(以下「別表j

という。)第1の2第6号1に係る取扱いを示したものであること。したが

って、「介護の業務等j の「等」は、「研究その他の目的で病原体を取り扱

う業務Jを指すこと。
(2)医療従事者等以外

課長内かん記の 2 (1)のイ及びウは、別表第1の2第6号5に係る取

扱いを示したものであること。



1 主な調査事項

( 1 )感染経路

新型コロナウイルス感染症に係る調査要領

保健所又は事業場等が調べた感染経路

(2)発症前の業務状況(感染リスクが高い業務が存在したか)

① 業務肉容・労働環境等(人との近接や接触等の状況)

・請求人の職種

・事業場の業務肉容、労働環境

・渡航先文は出張先の業務内容、労働環境

・発症前2週間の業務の行動肉容

② 業務での感染者との接触等の状況

-業務での感染者(疑い含む)との接触がある場合は、接触時期、接触時間(期間)、

接触機会、その態様等

・業務従事地域における感染状況

・他の労働者や施設利用者等の感染者の状況

.流行地械への渡航又は出張先での感染状況

(3)発症前の一般生活等の状況

① 家族中の感染者の有無

有の場合は接触時期、接触時間(期間)、その態様等について

② 一般生活での感染者との接触、人との近接や接触等の状況

・一般生活での感染者(疑い含む)との接触がある場合は、接触時期、接触時間(期

間)、接触機会、その態様等

・居住地における感染状況(緊急事態宣言、自出自粛要請、発症前2週間の新規・累

積感染者の状況)

-流行地域への渡航歴

・発病前2週間の一般生活の行動内容

(4)医学的事項(主治医)

① 受診の端緒及び初診日

② 自覚症状及び自覚症状の出現日

③ 受診時における他覚所見

④疾患名及ぴPCR検査等の検査成績などその診断根拠

⑤ 治療経過及び治療肉容、現在の病状

⑥本疾患に影響を与えた基礎疾患

(5)医学的事項(専門医)

課長内かんの記の2 (1)ウ及び2 (2)イの場合、その他必要な場合には、次によ

f ， 



り地方労災医員等専門医から意見を徴すること。

① 上記1の(1)--(3)の調査結果から、業務においての感染源、感染機会が認

められるか否か。

② 発病までの時間的間隔が、医学的に業務における感染機会との因果関係を認めら

れるか否か。

2 調査手法等

( 1 )関係資料の収集

① 業務内容や作業内容等、業務の実情が分かる資料

-事業場(様式1r使用者報告書」により照会)
出動簿、作業計画、作業日報等

・請求人(様式2r申立書」により照会)
勤務状況を記載した手帳、メモ、申立書等

② 医学情報、感染状況が分かる資料

・医療機関、主治医等(様式3r医学的依頼事項』により照会)
意見書、上記1の (5)によるものは、診療録、看護記録等

冨保健所等(都道府県、市町村、地方衛生研究所)(様式4r保健所照会Jにより照
会)

検査結果、積極的疲学調査結果、推定感染源等

(2)聴取調査等(上記(1)では調査が不足する場合)

①請求人

上記1の(1)--(3)を網羅的に聴取

② 事業主、同僚等事業場関係者

上記1の (1)--(3)の状況について、分かる者に聴取等の調査を行う。(対象

者は可能な限り厳選)

③ 家族、友人等

主に上記1 (3)の状況について聴取等の調査を行う。

(簡求人と最も近しい親族に調査を行い、特段の事情が認められなければ、その後

の調査は省略)

(3 )医証の収集

① 主治医意見

上記1の (4)について意見を徴する。

②地方労災医員等専門医意見

上記1の (5)について意見を徴する。専門医がいない場合は本省へ相談する。

③検査機関 (PCR検査機関である国立感染症研究所、地方衛生研究所等)

必要に応じて意見を徴する。



3 調査の留意点

( 1 )発症前の一般生活等の状況の調査については、課長肉かんの記の2 (1)ア及びイ並

ぴに2 (2)アにおいては、明らかに業務以外の原因によるものではないかを確認する

ものであること。記の2 (1)ウ及び2 (2)イにおいては、感染リスクが相対的に高

いと認められる労働環境下における業務といえるか否かの判断要素となるものである

こと。

(2)上記2の(1)の②に掲げる『積極的疲学調査jは、感染症法第15条に基づき、都

道府県や政令市、特別区に設置している保健所が実施することとなっており、保健所に

対して当該調査結果の提出を依頼し、収集する必要があること。

当該調査においては、別添の国立感染症研究所が公表している「新型コロナウイルス

感染症患者に対する積極的疫学調査実施要領』のとおり、調査対象者(感染者)の症状

の経過や治療内容、検査結果、発症前概ね2週間の行動調査結果、推定感接源等、上記

1の調査事項の多くの項目を網羅していることから、当該調査結果に基づき請求人等

に事実関係を確認するなど、調査を迅速かつ簡便に実施できるものであること。

したがって、速やかに保健所に対して、資料提供を様式4により依頼すること。

なお、調査に協力が得られるよう、必要に応じて労災保険法第49条の3の趣旨を説

明して都道府県、政令市等に協力依頼を行い、円滑な資料収集に努めること。

併せて、下記 (4)の調査の実施に当たって、調査対象者の選定や聴取調査の留意点

等、感染症予防策について保健所からの指導を仰ぐこと。

(3)事業場において保健所の調査結果を明確に把握している場合や、院内感染等で事業場

が感染経蕗を特定している場合等については、状況に応じ保健所への調査を省略する

ことも差し支えない。

(4)関係者からの聴取等の調査に当たっては、rr新型コロナウイルス感染症防止等のため
の対応について」に係る労災部署における対応についてJ(令和2年3月11日付け基

補発0311第1号)に基づき、文書照会、電話録取等の手法で行うこととし、感染症

予防対策を徹底すること。

簡求人等、感染が疑われる者に対し、やむを得ず面識による聴取調査を実施する必要

がある場合にも、治ゆ後相当期間(原則として 1か月以上)経過後に実施することを徹

底するとともに、面談時にはマスク(サージカルマスクの着用が望ましL、)の着用や暖

エチケット、手洗い等の感染予防策を徹底すること。

(5)全件、支給・不支給の決定を行う前に本省に協識を行うこととしており、課長肉かん

の2 (1)ウの場合については、上記1の (1)-(4)までの調査を終えた時点で本

省に協議すること。

(6)様式5として調査復命書のひな形を示すので参考とすること。

なお、様式1-5は、調査に当たって十分に活用するとともに、これらの様式を参考

に事案ごとに工夫して差し支えないものであること。



新型ヨロナウイルス感染症患者に対する積極的疲学聞査実施要領

0はじめに

国立感染症研究所感染症疫学センター

令和2年4月20日版

本稿は、圏内で探知された新型コロナウイルス感染症の患者{確定例)等に対して、感染症の予防及び

感築症の患者に対する匿療に関する法律第15条による積極的疫学調査を保健所が週速に実施するため、i

作成されたものである.

「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針(令和2月25日)Jにおいては、喪が固に持ち込まれる新型

コロナウイルスへの対応として、クラスター(患者集団}の感染源(リンク}が追えない事例が散発的に発生して

いるζとへの対策が必須であるとされた.また、新型コロナウイルス感襲症対策専門家会譜において公表さ

れた『新型コロナウイルス感簸症対策の状況分析・担雷J(令和2年3月19日}では、2020年3月時点で、ク

ラスターの早期把握とともに、地機ごとの状況に応じたr市民の行動変容Jや、リスクの高い行動を中心とした
「強い行動自粛の呼びかけ」などを行うことが、感染の連鎖を小規模に留め、それぞれの地培における感染

の制御と収東をもたらすことにつながると強調されていた。

0新型コロナウイルス感染症におけるクラスター対策の概念

実際に各地で行われてきた新型コロナウイルス感染症に対するクラスター対策I立、可能な範囲での感染源

の推定(さかのぼり調査}、及ぴ感染者の混厚接触者の把握と適切な管理{行動制限)という古典的な接触者

調査を中心としている.クラスターの発端が明確で、かつ謹厚接触者のリストアップが適切であれば、既に掴

い込まれた範囲で次の感染が発生するため、それ以上のクラスターの連鎖には歪らない.

しかしながら、新型コロナウイルス感集症を引き起こすSARS-CoV-2Iま、やや若年の年齢層においては特

に、無症状や軽症の感染を多〈引き起こすことが分かつてきた.このことは、見えに〈いクラスターの発生が潜

在的かつ広簡に起こりゃすいこと、また、それらの見えに〈い感染の伝播が、高齢者などの高リスク群へとー

気に移行した時には、同時期かつ大規観に集団発生(メガクラスター}が起ζる中で、重症者が多発する危険

性を秘めている点で、公衆衛生そして医療への大きな脅威であることが徐々 に明らかとなってきた.このよう

な患者発生は、圏全体でというよりは、恐らく地培レベル、都市レベルで発生することから、地績や都市の保

健所~自治体単位で常より準備し、この感染症の動向を良〈分析し、対時してい〈ことが重要である.

患者発生(特に重症者)が地績の医療体制を揺るがすほどの規模で発生する、あるいは発生が予期される

場合には、強力に地域の社会活動を停止させ、強制的にヒトーヒト感染の経路を絶つ、すなわちS∞ial

dis'蜘 cingを確実に実施する施策が行われることがある。そのような施策を実施している状現下では、感染経

路を大きく絶つ対擦が行われているため、個々 の芽を摘むクラスター対策は意味をなさなくなるが、患者発生

が一定レベルを下回る段階に落ち着いた時点からは、再びクラスター対策を実施していくことが必要となる.

2020年3月末現在の状況は、日本を含む世界中で新型コロナウイルス感染撞が発生し‘多くの固で感染

が鉱大傾向にあることから、今後長期的に、仮に圏内の患者発生が減少傾向となっても、輸入倒を発端とす



る園肉の新たなクラスターは常に発生しうるものと考えられる.すなわち‘新型ヨロナウイルス感染症が世界

中のどこかで発生している限り、タラスター対策Iま!&要である。

0本稿の位置付け

本稿lま、クラスター対策が意味を成す段階、すなわち、『大規槙に患者が発生する前あるいは一定程度より

下回った後jの「感柴経路が明らかではない患者が散発的に発生しており、ー一部地壊には小規模患者クラス

ター{集団)が把握されている状態」における積極的疫学調査に関する解説との位置付けである。

本稿lま、先の基本方針で示された患者ウラスターの検出及び対応に関する情報に加えて、特に『農厚接触

者JI::関わる『患者(確定例)Jの感染可能期聞の定義を次のとおり喪更した。

・発熱及び咳・呼吸困難などの急性の呼吸器症状を含めた新型コロナウイルス感染症を疑う症状(以下参

照)を呈した2目前から隔離開始までの問、とする。

*発熱、咳、呼Iii困降、全身倦怠感、咽頭痛、鼻汁・轟問、頭痛、関節・筋肉痛、下痢、唖気・曜吐など

0積極的疫学鯛査の考え方

各自治体が、厚生労働省が新型コロナウイルス感染症対捜本部肉に関係機闘の協力の下、新たに専門家

を毘置(2月25日〉したクラスター対質班や国立感染症研究所等関係機関の専門家との協力のよで、効率的

に積極的寵学調査を行い、個々の患者発生をもとにクラスターが発生していることを把握し感緯源を推定する

ととともに、謹厚接触者の把握と適切な管理を行う(固い込みの実施)、あるいは確認された患者クラスターに

関係する施訟の休業やリスクが高いと考えられた活動の自粛等の対応の実施により、次なるクラスターの連

鎖Iま防がれ、感染を収束させることが出来る包

自治体における新型コロナウイルス感染症の対Jt支援に関する窓口Iま、当面クラスター対集麗にー元化

するが、実地震学園査に対する協力要請や調整は、従前どおり目立感染寵研究所感集症症学センター・

FETP(実地疲学専門家養成コース)においても受け付ける。国立感染症研究所及び当クラスター対策班I立、

曹接に連携し、感染の流行の早期の終息にあたることとする。

(用語の定穂).r患者(確定例)Jとは、「臨床的特徴等から新型コロナウイルス感染症が疑われ、かつ、検査により新型コロ
ナウイルス感染症と診断された者」を指す。.r毘似症患者Jとは、「瞳底的特徴等から新型コロナウイルス感染症が疑われ、新型コロナウイルス感接症
の雛似症と診断された者』を指す。‘

・『患者{確定例)の感染可能期間Jとは、発艶及び咳・呼吸困難などの急性の呼吸器症状を含めた新型コロ

ナウイルス感染症を疑う症扶(以下参照)を呈した2目前から隔離開始までの問、とする。

*発熱、岐、呼吸困難、全身倦怠感、咽頭痛、鼻汁・鼻問、頭痛、関節・筋肉痛、下鋼、PII気・幅吐など.r:.a厚接触者』とl立、「患者(確定例)Jの感撞可能期間に接触した者のうち、次の範囲に該当する者である。
.患者{確定例}と同居あるいは長時聞の接触(車肉、航空機内等を含む)があった者

・適切な感緯防護無しに患者(確定例}を診察、看護若しくは介護していた者

・患者(確定例}の気道分泌最もし〈は体捜等の汚築物質に直接触れた可能性が高い者



-その他:手で触れることの出来る距離{目安として1メートル)で、必要な感緯予防策なしで、r患者{確定

例)Jと15分以ょの接触があった者(周辺の環境や接触の状況等個々の状混から患者の感築性を総合的

に判断する)0.r患者クラスター(集団)Jとは、連続的に集団発生を起こし(感染連舗の継続)、大規模な集団発生(メガクラ
スター}につながりかねないと宥えられる患者集団を指す.これまで圏内では、全ての感染者が2次感染者

を生み出しているわけではな〈、全患者の約10・-20%が2次感集者の発生に寄与しているとの知見より、こ
の集団の迅速な検出、的確な対応が感染拡大防止の土で鍵となる.

(積極的農学調査の対象}

0 積極的疫学調査の対象となるのは、用語で定義する『患者{確定例)J及び「趨厚接触者』であるor疑似症
患者』が確定例となる蓋然性が商い場合には、確定例となることを想定して積極的痕学調査の対象とい痕

学調査を開始することも許容される.

0何等かの理由により、保定状で検査を実施され「無症状病原体保有者(臨床的特徴を呈していないが、

犠査により新型コロナウイルス感染症と診断された者)Jとされた者については、按体採取の時期や疫学情

報に基づき、今後の発症の蓋様性とともに、接触者に対して感染伝播をさせた場合の影響の大きさを評価

.し、接触者調査の実施について個別に判断する.

{地繊の発生按混の担割B
0 保健所I主、『患者(確定例)Jや『疑似症患者」の届出状現、帰国者・接触者相談センターへの相談件数・

医痕機関受診に至った件数、さらには海外(続行の情報のある地域〉からの帰国者に闘する情報を総合的

に分折し、地増における潜在的なクラスターの発生リスクを検討する.

0 自治体におけるPCR検査の実施数、確定例の報告数、陽憶の割合の推移、感染経路の特定できない報

告側(リンク不明倒}の発生状混を把握する.特に、リンク不明倒の割合に闘する情報は重要である.この

割合が高まると、地場における潜在的なクラスタ一発生のリスクが高まっており、クラスター対策上の重点

地績と評価されることがある.

0全国の新型ョロナウイルス感接症の発生状況も注視し、他地檎と共通性のある広雄事例の発生に留意

する.国立感染症研究所ゲノム解析センターが行政検査として実施しているゲノム解析などの広場なウイ

ルス学的情報を集約することが寵学的なリンクの解明に役立つ場合がある.

なお、帰国者・接触者相畿センターへ相践する者の目安lま2月17日時点では以下のとお切である.

1)風邪の症抹や37.5度以上の発黙が4日以上続〈者{解線剤を腫用中の者も同様に扱う0)

幻倦怠感や息苦しきがある者

3)重症化リスクが高い者{高齢者、結尿病・心不全・呼磁器喪患の基礎疾患がある方や透析を受けている

者、免痩抑制剤や抗がん剤等を用いている者)が1)、2)が2日程度続〈場合

(聞査肉容}

O 基本情報・臨床情報・推定感染源・接触者等必要な情報を収集するo(調査票添付1..2.. 3-1、3-2)

0 感染酒推定については『患者(確定例)Jが複数発生している場合には、共通曝露源について探索を行

い、感染のリスク因子を特定した1:.で、適切な感染拡大防止策{共通曝露をうけたと推定される者への注意

喚起を含む}を実施する.



o r患者(確定例)Jの接触者を探索する中で、接触宥の候補者の中に、重症化リスクが高いもの{倒:寓齢
者、免寝不全者等}、もし<r'ま感染拡大に寄与することが懸念されるもの(倒:医療・介護関係者等〉が見い
だされた場合には、『患者(確定例)Jの行動履歴をより慎重に確認することが重要である.

0 感量揮推定については、患者クラスター(集団}の検出及び対応という観点から、リンクが明らかでない感

染者[患者{確定例}など〕の周辺にはクラス書ーがあり、特に地域で複数の感接例が見つかった場合に、

共通嘩露揮を後る向きに徹底して探してい〈作藁の重要性、必要性があらためて強調される.これらは地

域の、ひいては日本全体の感染拡大の収束に直結している.

0積極的症例探索の実施に当たっては、『患者(確定例)Jの行動調査の情報をもとに注意深く対象者を綾

り込む.特に換気の語い「密閉』された窪聞で多〈の人が発声を伴う行動{歌唱や会話等}を、対面を含む

『密接』した状混で行い、ー定時間の接触がある場合{密集)..2~感染が発生する可能性が高〈なることが

知られる。

0 以上のような場所として、固肉ではライフハウス、船肉、スポーツジムなどが挙げられており、ζれら室内

に類する環境での接触の有無については、従来の医寵観閲‘福祉施雷、職場、学技等に加えてT寧に積

極的症例探索を行う.

ただい聞係者の負担を濡らすために、日々 明らかとなるリスク要因の情報については、クラスター対策

班・国立感緯症研寛所への情報の確認を行うことで、調査の実施カt効率的になることが考えられるため、

積極的に活用されたい.

0 園を挙げてクラスター連舗の阻止に取り組む当面の状混とLては、温厚接触者の中で「患者{確定例)J及

ぴ接触期闘が長い同居家族等については、ー般的な値康観察や行動自粛の要舗等に留めて(佳遮}、保

健所の調査に必要な体力を、他の患者クラスターの検出に向けることも重要かもしれ，ない.国立感染症研

究所や、新型コロナウイルス感染症対策本部・クラスター対捷班の専門家において、これらの評価について

協力・助言を行うことが可能である.

0 調査対象とした「混厚接触者』に対しては、「患者C確定例)Jの感操可能期聞の最終曙露目から.4日間
(;1:健康戟盤に注意を払い、前向きのフォローアップとして‘発熱や呼吸器症状、倦怠感等が現れた場合、

匡錦織踊受診前に、保健所へ連絡するように依頼するo(調査票器付3-3)

なお、謹厚接触者の日々 のフォローアップについて、保健所と対象者とが連絡を取り合う障の作業は出来

るだけ簡略化し‘負荷を誠らす工夫を困っていただきたい(倒:電話ではな〈メールなどを主に用いる等)0

o r趨厚接触者』については、発熱または呼吸器症抹が現れた場合、桧査対象者として扱弘感染リスクの
高い者の何らかの発症であり、集団単位での感襲拡大を封じ込める対応であることから、症抹の軽量に槌

らず、犠査の必要性については、医師の判断を優先する.

0 原則として、健康観察期間中にある無症状の混厚接触者lま、新型コロナウイルスの検査対象とはならな

い{例外的な場合について後遺)0自宅待機などの周囲への感染伝掃のリスクを低誠させる対策をとった上

で、健康観察を行弘

0 無症技者を対象に検査を行う場合、ウイルスカt存在してもどの事イミンゲで検出出来るかは不明であり、

検牽陰性が感染を否定することにはならず、引き続きの健康観察や自宅待機などの感染伝掃のリスクを低

誠させる対策の纏輔が必須であることから、対簸に直結しないことを十分に対章者に説明をし、犠査を実施

しない場合の意図について、理解を求めることが重要である.なお、r;a厚接触者』において、重症化リスク
が高いと想定される者の体調の変化には十分連憲を払う.

(調査時の_，集予防簾}



0 積極的護学調査の対応人員が調査対象者に対面調査を行う際l立、サージカルマスクの着用及び適切な

手縫いを行うζとが必要と考えられる.

0咳などの症扶がある調査対象者に対面調査を行う際l弘患者にサージカルマスタを着用させ‘対応人員

lまサージカルマスクの着用及び適切な手挽いに加え、眼の防聾具(ゴーグJI"またはフェイスシールド)を装

着する.

{議輝雄働者向の対事}

o r護軍接触者」については、健康観察期間中において、咳エチケット及び手洗いを徹底するように保健所
が指噂し、常に健康扶態に注意を払うように伝える.不要不急の外出はできる限り控え、やむをえず移動す

る際にも、公共葉通機闘の利用lま避ける己とをお願いする.外出時のマスク着用及び手指衛生などの感染

予防策を指導する.

0 原則として、健康視察期間中である無症状の趨厚接触者は、新型ヨロナウイルスの検査対象とはならな

いことは前述の通りである.しかし、農厚接触者が医療従事者等、ハイリスクの者に接する機舎のある業務

1::従事し、感接状況の僻価が必要と考えられる場合、クラスターが継続的I~発生し、護学調査が必要と判

断された際には可能な限り検査を喪臆する.

o r遭厚接触者』と同居している宥にl主、マスクの着用及び手指衛生を遵守するように伝える.
その他、「ごま旗に新型コロナウイルス感染が罷われる喝合家庭肉でご注意いただきたいこと-8つのポ

イント-J陥酷:1/www.rnhl畑。jD/1回目也nt/l0900000/O∞ω1721.d を参照のこと.
o r遺厚接触者』に対する廃棄物処理、リネン類、衣類等の漉遣は通常通りに行うよう伝える.
o r浪厚接触者』に児童生徒等がいる場合は、文部科学省の通知『中固から帰国した児童生徒等への対応
について{令和2年2月10日付け元初健食第 43号)J https:l/www.me此lojp/conte叫/20200214【

m成.，kouhouOl-∞o∞452札1.pdfを参照する.
05癒暢聞からの犠体織選については、r2019ー明白川新型コロナウイルス}感染を疑う患者の検体採取・
搬送マニュアルJを参照する.



I ~~1 I 使用者報告書

00労働基準監督署長 殿

令和年月日

被災労働者「

1 事業の概要等について

事業場名称

事業場所在地

代表者氏名

担当者部署

氏名

連絡先

jについて下記のとおり報告します。

( 1)事業の概要(業務内容、主要商品の内容、主な顧客の規模・業種、販売数量等)

(2)被災労働者の所属事業場、所属部署の概要(所属の事業場、部、課、係、所在地)

(3 )労働者数

① 被災労働者所属事業場

②被災労働者所属部署

2 被災労働者の労働条件について

( 1 )所定労働時間

時

(2)休憩時間

時

分~

分~

時

時

人

人

分

分

時間 分

時間 分

@ 



(3)所定休日

週休1日制・隔週週休2日制・完全週休2日制・その他(

(4 )勤務形態

日勤勤務・交替制(2直2交替制(日勤・夜勤)・ 3直3交替制)

3 被災労働者について

( 1 )保健所等の調査による新型コロナウイルス感染症の感染経路特定の有無

[有

①有の場合、その内容、感染場所、状況、時期

②感染経路の調査をした機関( 保健所・その他(

(2 )発症前14日間の業務内容

盤

(3 )発症前14日間において、業務で新型コロナウイルス感染症に感染した可能性の有無

[有・無]

)) 

有りの場合、感染する可能性がある業務内容、従事した期間、感染者に接触した状況(頻度、人

数、時間、場所、距離等)

〉

(4 )発症前14日間における圏内出張の有無 [ 有 ・ 無 ] 

有の場合、出張した都道府県、期間、業務内容、移動手段、人との接触の状況(頻度、人数、時

間、場所、距離等)、業務以外での行動(観光、勤務時間外に私的に人と会った等)の状況



(5)発症前14日間における海外出張の有無 [ 有 ・ 無 ] 

有の場合、出張した国名、期間、業務内容、移動手段、人との接触の状況(頻度、人数、時間、

場所、距離等)、業務以外での行動(観光、勤務時間外に私的に人と会った等)の状況

4 労働環境について

(1 )顧客や利用者等との近接や接触の機会が多い労働環境[ 該当 ・ 非該当 ] 

該当の場合、顧客や利用者等と近接や接触する業務の内容、近接や接触の状況(頻度、人数、時

間、場所、距離等)

(2)発症前14日間における被災労働者以外の新型コロナウイルス感染者の有無

(職場において被災労働者以外にも、他の労働者や施設利用者等に感染者がいた場合、有と回答ください。)

[有・無]

有の場合、感染した労働者、利用者等の数、発症時期、感染者との接触の状況(頻度、時間、場

所、距離等)

(3 )発症前14日間において、被災労働者以外の労働者の海外出張・海外旅行の有無

(業務以外の目的も含め、海外渡航した労働者と被災労働者の仕事での接触状況について、把握している範囲で

回答ください。)

[有・無]

有の場合、労働者が出張・旅行した国名、期間、帰国後における被災労働者との接触の状況(頻

度、人数、時間、場所、距離等)

5 通勤について

(1 )通勤経路と方法

(2)通勤時間(片道) 約 時間 分



6 被災労働者の家族の状況、業務以外のことについて(把握している範囲で御回答ください。)

( 1)家族の新型コロナウイルス感染者の有無 [ 有 ・ 無 ] 

有の場合、感染者の家族の続柄、同居・別居の状況

(2)発症前14日間における業務以外での海外渡航歴の有無

[有・無]

有りの場合、渡航した園、目的、期間

7 被災労働者の症状経過等について

(1 )発症前に、会社に申し出ていた、あるいは同僚等に話していた健康状態について

(自覚症状、医師への受診、薬の服用等)

(2)定期健康診断の経過で把握していること

(関連する基礎疾息の有無等)

8 使用者として本件発症に関する意見



発症前14日間の業務内容を記載ください

仕事において、人が集まる場所、流行地域への滞在、密閉され、不特定多数の人が一定時間接触する空間等感染のリ

スクが高い場所に関する行動履歴を中心に、症状の有無に限らず人との接触歴についても記載してください。

発症日 出動の
日付 行動歴/人との接触歴

状況 体調不良者

より 有無 (活動内容、他者との接触等)
備考

の有無

記載例 4/0 園・無
当スーパーの品出しを担当。咳をし

客数が普段の1.4倍位。日用品の置場 レジのOさん

た顧客の対応を何度古呼Tった。
を多く聞かれたとのこと。マスク着用 体調不良。後

で勤務。 日感染判明。

発症
/ 有・無

1日前

発症
/ 有・無

2目前

発症
/ 有・無

3目前

発症
/ 有・無

4目前

発症
/ 有・無

5目前

発症
/ 有・無

6日前

発症
/ 有・無

7目前

発症
/ 

8目前
有・無

発症
/ 有・無

9目前

発症
/ 有・無

1 0目前

発症
/ 有・無

1 1目前

発症
/ 有・無

1 2日前

発症
/ 有・無

1 3目前

発症
/ 

14日前
有・無



資料一覧

1. 会社組織図

2. 所属事業場組織図

3. 所属部署組織図(被災労働者の上司、部下、同僚等が分かるもの、実名でお願いします)

4. 作業場所の見取図、座席表

5. 所属部署の業務分担表(各個人の業務内容が分かるもの)

6. 被災労働者の業務内容を把握できる資料(作業マニュアル、作業計画表、作業工程表、進行管理表、

業務日報、業務指示書、業務量を把握できる資料等)

7. 被災労働者の勤務時間の記録(出勤簿、タイムカード等)

8. 被災労働者の賃金台帳(休業補償給付の請求を行う場合のみ)

9. 被災労働者の定期健康診断結果、人間ドック結果(直近に実施したもの)

10.その他本件発症に関して参考となるものがあればその資料(社内での感染経路調査等)

※ 上記資料については、特別な期間の指定があるものを除き、労働者の新型コロナウイルス発症前14日

聞の状況について確認するものですので、その期間の状況が分かるものをお願いいたします。

休業(補償)給付の請求を行う場合(今後、請求を行う見込みの場合も含む)、資料8、9については、

発症直前の賃金締切日から遡った3か月分を提出ください。

なお、調査状況により、資料の追加をお願いする場合もございます。

※ 提出資料は写で、なるべく A4サイズで御提出ください。

¥ 



申立書の提出についてのお願い

労災保険給付の請求が行われると、労働基準監督署では、保険給付を行うことができるかを判断する

ために必要な調査を行うことになっています。調査を行うに当たり、-労災の請求人の方から詳しくお話

をお聴きする(聴取といいます)ことになりますが、申立書を提出いただければ、聴取を省略できる場

合があり、また、聴取を行う場合でも短時間に行うことができます。

そのため、請求人の方には申立書の提出をお願いしています。

各項目は、新型コロナウイルスに感染した方に関して記入していただくものです。お尋ねする項目が

詳細なものもありますが、ご自身で分かる範囲のことを可能な限りで記入いただければ結構です。

なお、本申立書は、労災保険給付の決定のためだけに使用するものであることを申し添えます。

申 立 書

令和年月日

請求人氏名 印

(署名又は記名・押印してください)

諜請求人と『申立書』の作成者が異なる場合には、次の

『作成者氏名』及び「請求人との関係』を記して下さい。

作成者氏名 盟
(署名又は記名・押印してください)

(請求人との関係 ) 

1 新型コロナウイルス感染症に関する治療の経過をお答えください

( 1 )症状の出現時期、その後どのような症状がどの位続いたのか、 PCR検査を受けるに至つ
た経過についてお答えください



(2)医療機関に受診した経過をお答えください

医療機関名

(初診)

2 勤務状況についてお答えください

毘属先

(所属の部、謀、係)

勤務地(所在地)

年月

年月

年月

3 新型コロナウイルスの感染経路について

受診期間

日~

日~

日~

年月 日

年月 日

年月 日

( 1 )保健所等の調査により感染経路が特定されているかお答えください

①[特定されている ・ 不明 ] 

②感染経路を調査した機関 ( 保健所・その他(

病名

) ) 

③特定された感染経路、感染場所、状況、感染時期(⑦で特定されている場合、分かる範囲で囲

筈してください)

4 医師、看護師等患者の診療や看護の業務に従事した方、介護の業務に従事した方、研究そ

の他の目的で新型コロナウイルスを取り扱う業務に従事した方にお聞きします

(これら以外の業務に従事した方は、回答せずに、 5に進んでください)

( 1 )発症前14日聞において、新型コロナウイルスに接触した可能性がある業務の内容に

ついてお答えください

(2 )発症前14日間において、新型コロナウイルスに感染した可能性がある患者(疑いも

含む)等や新型コロナウイルスとの接触の有無についてお答えください

①[  有 ・ 無 ] (有の場合、②を回答してください)



②業務に従事した期間、感染者や新型コロナウイルスに接触した状況(頻度、人数、時

問、場所、距離等)についてお答えください

5 上記4以外の業務に従事した方にお聞きます

(上毘4に回答した方は、回答せず、 6に進んでください)

( 1 )発症前14日聞の業務内容についてお答えください

(2)発症前14日間において、新型コロナウイルスに感染した可能性がある者等との業務

での接触の有無についてお答えください

①[  有 ・ 無 ] (有の場合、②を回答してください)

②接触した感染者についての情報、感染者に接触した状況(期間、頻度、人数、時間、

場所、距離等)についてお答えください

(3)顧客や利用者等との近接や接触の機会が多い労働環境で仕事に従事している場合、そ

の業務内容、人と近接や接触する労働環境の状況(頻度、人数、時間、場所、距離)

についてお答えください

(4)発症前14目聞において、職場で、あなた以外に新型コロナウイルス感染症に感染し

た人がいたかどうかお答えください

(他の労働者や施設の利用者等の中で、感染者がいたことが分かっている場合は有と回答ください)

①感染者の有無 [ 有 ・ 無 ] (有の場合、@を回答してください)



②感染した労働者や施設利用者等の人数、発症時期、感染者した労働者に接触した状

況(頻度、時問、場所、距離等)についてお答えください

(5 )発症前14日聞における出張の有無

①海外出張[ 有 ・ 無 ] 

②圏内出張[ 有 ・ 無 ] 

(有の場合、③から⑤を回答してください)

③出張した場所(園名、，都道府県等)、出張した期間、出張での業務内容、移動手段をお

答えください

④出張先での人との接触の状況(頻度、人数、時問、場所、距離)についてお答えくだ

さい

⑤出張中の仕事以外(観光、私的に人と会う等)の行動(行動の内容、時期、人との接

触の状況(頻度、人数、時間、場所、距離))についてお答えください

(6)発病前14日間において、あなた以外の労働者の海外出張・海外旅行の有無

①[  有 ・ 無 ] (有の場合、②を回答してください)

②他の労働者が出張・旅行した圏、期間、帰国後のあなたとの接触状況(頻度、人数、

時問、場所、距離)についてお答えください



(7 )仕事が原因で感染したと思う理由、感染の原因になったと思う業務内容や労働環境に

ついてお答えください

6 仕事以外のことについてお聞きします

( 1 )家族の新型コロナウイルス感染者の有無についてお答えください

① [ 有 ・ 無 ] (有の場合、②を回答してください)

②感染者の家族の続柄、同居・別居の状況、発症前14日間の感染した家族との接触の

状況(接触した頻度、時間、接触時の距離)についてお答えください

(2)仕事以外の行動についてお答えください

①仕事以外での新型コロナウイルス感染者(疑いも含む)との接触の有無についてお答

えください

[有 無 ] (有の場合、②を回答してください)

②接触した感染者の情報、感染者に接触した状況(期問、頻度、人数、時問、場所、距

離等)についてお答えください

③発症前14日間における家族以外の人との接触の状況(頻度、人数、時問、場所、距

離等)についてお答えください



④発症前14日間における仕事以外での海外渡航歴の有無についてお答えください

[ 有 ・ 無 ] (有の場合、⑤を回答してください)

⑤渡航した国名、期問、行動、人との接触の状況(頻度、人数、時間、場所、距離)に

ついてお答えください

⑥発症前14日聞における海外からの帰国者との接触の有無についてお答えください

[ 有 ・ 無 ] (有の場合、分かる範囲で⑦を回答してください)

⑦帰国者が渡航した園名、期間、帰国後のあなたとの接触の状況(頻度、人数、時問、

場所、距離)についてお答えください



7 発症前14日聞の行動を思い出しながら記入してください。
仕事、仕事以外の日常生活も含め、人が集まる場所、流行地域への滞在、密閉され、不特定多数の人が一定時間接触する空間等感

染のリスクが高い場所に関する行動履歴を中心に、症状の有無に関わらず人との接触匪についても記載してください。

行動歴に、[仕事]又lま[仕事以外]のいずれであるかを記載してください.

発症目 出勤の 状混 体闘不良者
日付 行動歴/人との接触歴 備考

より 有無 (活動向容、他者との接触等) の有無

[仕事]飲食唐のホール担当.客数 料理の提供.昼lま混んでいた.唐狭 調理のOさん

記載例 3/0 園・無
55人 〈‘窓闘けられず.マスク渚用で裳

体鋼不良.後[仕事以外]仕事帰りに友人{嬢状 務.友人との食事ではマスクを外して
なし)2人と 1時間程度食事をした いた.

日感染確毘.

発症
/ 有・無

1目前

発症
/ 有・無

2目前

発症
/ 有・無

3目前

発症
/ 有国無

4目前

発症
/ 有・無

5目前

発症
/ 有・無

6目前

発症
/ 有・無

7目前

発症
/ 有・無

8目前

発症
/ 有・無

9目前

発症
/ 有・無

1 0目前

発症
/ 有・無

1 1目前

発症
/ 宥・無

1 2目前

発症
/ 有・無

1 3日前

発症
/ 有・無

1 4目前



様式3

医学的依頼事項

に発病した新型コロナウイル感染症に関して労災保険に請求

があり、今後、業務上外の判断をする上で必要がありますので、下記事項につ

いて、御意見等を賜りますようお願いいたします。

御多忙のところ大変恐縮ですが、令和 年 月 日までに御回

答くださいますようお願い申し上げます。

記

1 受診の端緒及び初診日について御回答ください。

2 自覚症状及び自覚症状の出現日について御回答ください。

3 受診時における他覚所見について御回答ください。

4 疾息名及び PCR検査等の検査成績などその診断根拠について御回答

ください。

5 治療経過及び治療内容、現在の病状について御回答ください。

6 本疾患に影響を与えた基礎疾息について御回答ください。

7 その他参考事項

8 御意見の裏付けとなる資料等がございましたら御提出ください。

以上



様式3

意見書

提出依頼のあった、 に発病した新型コロナウイルス感染症に

係る医学的事項について、下記のとおり意見等を申し述べます。

1 受診の端緒及び初診日について

、

2 自覚症状及び自覚症状の出現日について

3 受診時における他覚所見について

4 疾愚名及びPCR検査等の検査成績などその診断根拠について

【疾患名、検査成績、診断根拠】

【PCR検査結果】

・第 1回検査日(令和

・第2回検査日(令和

・第3回検査日(令和

・第4回検査日(令和

年

年

年

年

月

月

月

月

日)陽性・陰性

日)陽性・陰性

日)陽性・陰性

日)陽性・陰性



様式3

【画像診断、血液検査等実施日】

. XP/CT/MRI画像撮影確認日

.血液検査実施日

・その他(

(令和

(令和

検査) (令和

5 治療経過及び治療内容、現在の病状について

6 本疾患に影響を与えた基礎疾患について

7 その他参考となる事項について

8 意見の裏付けとなる資料等

別添のとおり。

令和 年

医療機関名

医盟塁盗

年

年

年

月

月

月

月

日

、l，、
l

，，、
.
E
J

ロH

口
H

ロ
μ

@ 



様式4

00基署発第00号

令和 O年 00月00日

00保健所長 殿

00労働基準監督署署長

新型コロナウイルス感染症に係る'情報の提供について(依頼)

当暑では、労働者災害補償保険を所掌しており、労働者が業務(通勤)を原因として

負傷又は疾病を発症した場合、迅速に保険給付の可否を決定しなければなりません。

今般、下記労働者から業務を原因として新型コロナウイルスに感染したと当署に労災

保険給付請求がありました。

つきましては、労災保険の決定を行うため、貴所にて実施している検査、調査等の結

果に関して、下記の照会事項について回答いただきますようお願いいたします。

御多忙中恐縮ですが、 00月00日までに照会事項について御回答いただきたく依頼

いたします。

下記労働者については、貴所から回答を得ることについて、別添のとおり、あらかじ

め同意を得ていることを申し添えます。

記

請求人等の情報

1 請求人(労働者)

氏名

生年月日

住所

2 事業場

名称

所在地

3 医療機関

名称

所在地



【照会事項】

1 新型コロナウイルスの検査結果

検体採取日、検査結果(陽性・陰性)、検査方法について

2 請求人の行動調査結果(積極的疫学調査結果の写し等)

発症前の把握されている期間に係る日時、接触状況、接触場所

3 感染源等の調査結果

( 1)感染源の特定(推定)の有無及びその内容

(2)上記(1 )と判断するに至った根拠

4 その他参考となる事項

〈担当者〉

干00-00
00県00市
00労働基準監督署
労災課担当 00 

電話 00 (00) 00 
FAX 00 (00)00 



同意書

保健所長殿

私は、現在労災保険の給付請求を行っていますが、私に関する調査結

果、検査結果等の一切について、 労働基準監督署長から貴所

に対して、照会があった場合には、それに対して異議はなく、貴所が照会

に回答することについて私は同意しています。

令和 年 月 日

隼亙

氏金 重量



様式5
新型コロナウイルス感染症の業務起因性の判断のための調査復命書

|整酪号|
局 署|

署 百リ 課 給 係 復命年月日

署
調官

係
長 長 長 長 令和年月 日

署長判決・指不事項 調査官

1.調査官意見のとおり決定する。 調査期間 自平成 年 月 日

2.下記事由により再調査を要する。 至平成 年 月 日

受付年月日 平成 年 月 日

請求種別 口療養口休業口遺族口葬祭

口障害その他(

労働保険番号

事 名 称 代表者名

業 T 百E

場
所在地

業 種 労働者数 名

ふりがな 生年月日 昭和・平成

被
氏 名 (男・女)

年 月 日 歳)

災 T Tht 

労
住 所

働 職 種 〔常用・日雇〕 職名|

者
雇入年月日

昭和・平成，

年月 日

ふ り がな

請 求 人 (続柄

病 発症時期 平成 年 月 日 午前・午後 時 分(頃) (発症時年齢 歳)

状 現在の状況 生存・死亡(死亡年月日 平成 年 月 日 (死亡時年齢 歳)

請求人

の申述

事案の

概要



1総合判断

総合判断 I[調直官の意見〕

|;本件は、〔業務上 ・ 業務外〕と考える。

|調査の結果下記のとおり、労働基準法施行規則別表第1の2第6号1及ひ滞6号の5

における疾病に該当する・該当しない ものと判断する。

1 PCR検査結果(検査結果確認先:

口闘生

口陰性

2 感染経路の特定

口有(口圏内 口国外、国名:

(口業務内での感染、口業務外での感染)

特定した機関名:

口無(不明)

3 請求就労状況の該当事由

( 1)口医療従事者等( の業務)

(2)口 医療従事者等以外の労働者であって感染経路が特定されたもの

(3)口 医療従事者等以外の労働者であって感染経路が特定されていないもの

①口複数(請求人を含む)の感染者が確認された労働環境下での業務

②口 顧客等との近接や接触の機会が多い労働環境下での業務

(4)口海外出張労働者(出張先国名: ) 

(5)口海外派遣特別加入者*上記(1)から (3)の該当項目も必要

4 感染経路の特定無(不明)の場合の推認事項

口労働環境下での感染

(根拠:

口一般生活での感染

(根拠:

5 地方労災医員等専門医意見

口該当無

口該当有(意見要旨:

-2同



2 出現した症状等について

資料No

症状出現時期

症状の内容

感染原因につ
いて

既往症・既往歴

その他

-3 -



3 .:務状混に関すること

資料No

業務内容

職場環境

実状経業況場路特内定の感の

感他設染の利状用i況者者等・施の

護と霊の竹接触状婚況

況業人務とのに接お触け状る

i事3議
業務に関する

発症前 14日間

の行動歴 、
*様式1r使用
者報告書j等よ

り出動日のみ

の状況を記載

、

その他の状況

-4-



4-1 一般生活状混に関すること

資料No

者家族の状中況の感染

震難問

感染状況:

居る感住染地状に況おけ
緊急事態宣言:有・無(令和2年 月 日~同年 月 日)

外出自粛要請:有・無(令和2年 月 日~同年 月 日)

感染者推移動向:項目4ー 2のとおり

触一け状般る況人生活とのに接お

海外接航歴

一般生活に関

する発症前 14

日間の行動歴

*様式2r申立
書J等より出勤

時以外の状況

を記載

その他の状況

-5-



4-2 感染者の推移

*医療従事者等以外の労働者であって感染経路が特定されていない場合のみ 資料No

居住地の市区町村:

感染者数 累積感染者数 うち累積死亡者数

発(症/日 ) 名 名 名

発(症/日1)目前

発(症/日2)日前

発(症/日3)日前

発(症/日4)日前

発(症/日5)日前

発(症/日6)日前

発(症/日7)日前
、

発(症/日8)日前

発(症/日9)日前

発(症/日10)日前

発(症/日11)日前

発(症/日12)日前

発(症/日13)日前

発(症/日14)日前

-6-



5 主治医・事門医意見

~" 資料No

主治医の意見書

診療記録等の収集(有 . 無)

専門医の意見書

-7-



6 保健所、槙査機関等からの報告内容

資料No

保健所からの

回答

， 

その他検査機

聞からの回答

-8-



7 その他の事項

-9-
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